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本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-1987〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/
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　1．議決事項

（１）金融政策決定会合関係

◆･「金融政策決定会合の運営の見直しについて」の公表等に関す
る件（6月18・19日）

　本委員会は、平成27年6月18・19日の金融政策決定会合において、金融政策決

定会合の運営の見直しについて別紙のとおり公表すること、および2016年の開

催予定日については、「政策委員会議事規則」第10条第1項の定めにかかわらず、

今回の金融政策決定会合では定めないことを決定した。
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◆･金融市場調節方針の決定に関する件（6月18・19日）

　本委員会は、平成27年6月18・19日の金融政策決定会合において、次回金融政

策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすることを決定した。

記

　マネタリーベースが、年間約80兆円に相当するペースで増加 

するよう金融市場調節を行う。
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◆･資産買入れ方針の決定に関する件（6月18・19日）

　本委員会は、平成27年6月18・19日の金融政策決定会合において、資産の買入

れについて、下記の方針を継続することを決定した。

記

1．　長期国債について、保有残高が年間約80兆円に相当するペースで増加する

よう買入れを行う。ただし、イールドカーブ全体の金利低下を促す観点から、

金融市場の状況に応じて柔軟に運営する。買入れの平均残存期間は7年〜10年
程度とする。

2．　ETFおよびJ-REITについて、保有残高が、それぞれ年間約3兆円、年間約900
億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。

3．　CP等、社債等について、それぞれ約2.2兆円、約3.2兆円の残高を維持する。
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◆･「当面の金融政策運営について」の公表に関する件（6月18・19
日）

　本委員会は、平成27年6月18・19日の金融政策決定会合において、当面の金融

政策運営について別紙のとおり公表することを決定した。
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◆･金融政策決定会合の議事要旨（2015年5月21、22日開催分）に
関する件（6月18・19日）

　本委員会は、平成27年6月18・19日の金融政策決定会合において、金融政策決

定会合の議事要旨（2015年5月21、22日開催分）注1）を承認した。

　

注1 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（6月24日公表）。
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（２）通常会合関係

◆･「通貨及び金融の調節に関する報告書」作成に関する件（6月
2日）

　本委員会は、平成27年6月2日、日本銀行法第54条第1項の規定に基づき、「通

貨及び金融の調節に関する報告書」の作成について決定した（なお、日本銀行

は、6月12日、同報告書を財務大臣を経由して国会に提出した）。

  同報告書は、平成26年10月〜27年3月中に実施した金融政策運営等について記

載したものであり、その構成は以下のとおりである注2）。

要　　旨

Ⅰ．経済及び金融の情勢

　1．経済の情勢

　（1）国内実体経済

（概況）

（輸出は、海外経済の動きなどを背景に持ち直した）

（鉱工業生産は、内外需要の緩やかな増加を反映して、持ち直しに転じた）

（設備投資は、企業収益が改善する中で、緩やかな増加基調を辿った）

（住宅投資は次第に下げ止まり、公共投資は高水準を維持した）

（雇用・所得環境は、着実な改善を続けた）

（ 個人消費は、一部で改善の動きに鈍さを残しつつも、雇用・所得環境の着

実な改善を背景に、底堅く推移した）

　（2）物価

　（3）海外経済

　2．金融面の動向

　（1）国際金融資本市場

　（2）短期金融市場

　

注2 ）　同報告書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください（6
月12日公表）。
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　（3）債券市場

　（4）株式市場

　（5）外国為替市場

　（6）企業金融

　（7）量的金融指標

Ⅱ．金融政策運営及び金融政策手段

　1．金融政策決定会合の開催実績

　2．金融政策決定会合における検討・決定

　（1）概況

　（2）「経済・物価情勢の展望」とその中間評価

　（3）金融経済情勢に関する検討

　　　イ．26年10月6、7日の会合

（国際金融資本市場について、幾分リスクオフ方向の動きがみられた）

（海外経済は、先進国を中心に回復している）

（ わが国の景気は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動などの影響

から生産面を中心に弱めの動きがみられているが、基調的には緩やかな回

復を続けている）

（ 消費者物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース

でみて、1％台前半となっている。予想物価上昇率は、全体として上昇し

ているとみられる）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ロ．11月の会合

（国際金融資本市場は、総じて落ち着いた展開であった）

（海外経済は、先進国を中心に回復している）

（ わが国の景気は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動などの影響

から生産面を中心に弱めの動きが残っているが、基調的には緩やかな回復

を続けている）

（ 消費者物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース

でみて、1％程度となっている。予想物価上昇率は、やや長い目でみれば、

全体として上昇しているとみられる）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ハ．12月の会合
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（国際金融資本市場では、やや神経質な動きがみられている）

（海外経済は、先進国を中心に回復している）

（ わが国の景気は、基調的に緩やかな回復を続けており、消費税率引き上げ

に伴う駆け込み需要の反動などの影響も全体として和らいでいる）

（ 消費者物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース

でみて、1％程度となっている。予想物価上昇率は、やや長い目でみれば、

全体として上昇しているとみられる）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ニ．27年1月の会合

（国際金融資本市場では、神経質な動きがみられている）

（海外経済は、先進国を中心に回復している）

（ わが国の景気は、基調的に緩やかな回復を続けており、消費税率引き上げ

に伴う駆け込み需要の反動などの影響も全体として和らいでいる）

（ 消費者物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース

でみて、0％台後半となっている。予想物価上昇率は、やや長い目でみれ

ば、全体として上昇しているとみられる）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ホ．2月の会合

（国際金融資本市場について、金融政策の方向性の違いが大きくなっている）

（海外経済は、先進国を中心に回復している）

（わが国の景気は、緩やかな回復基調を続けている）

（ 消費者物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース

でみて、0％台半ばとなっている。予想物価上昇率は、やや長い目でみれ

ば、全体として上昇しているとみられる）

（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ヘ．3月の会合

（国際金融資本市場について、金融政策の方向性の違いが大きくなっている）

（海外経済は、先進国を中心に回復している）

（わが国の景気は、緩やかな回復基調を続けている）

（ 消費者物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース

でみて、0％台前半となっている。予想物価上昇率は、やや長い目でみれ

ば、全体として上昇しているとみられる）

（金融環境は、緩和した状態にある）
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　（4）金融政策運営を巡る議論

　　　イ．「量的・質的金融緩和」の拡大

　　　ロ．拡大後の「量的・質的金融緩和」の継続

　　　ハ．拡大後の「量的・質的金融緩和」の効果

　　　ニ．貸出増加支援資金供給の延長等

　（5）金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　　　イ．定例の担保価格等の見直し

　　　ロ．「量的・質的金融緩和」の拡大等に伴う措置

　　　ハ．貸出増加支援資金供給の延長等

　3．金融市場調節の実施状況

　4．日本銀行のバランスシートの動き

Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容

　1．金融政策運営に関する決定事項等

　2．金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　3．金融政策決定会合議事要旨

参考計表・資料一覧
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◆･参与の推薦に関する件（6月2日）

　本委員会は、平成27年6月2日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財務

大臣に対し、稲野 和利 氏を参与に推薦することを決定した（7月1日、財務大臣

より任命）。

◆･政策委員会月報（平成27年5月）に関する件（6月23日）

　本委員会は、平成27年6月23日、政策委員会月報（平成27年5月）を承認した。
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　2．報告事項

●平成26年度下期中の保有外貨資産の管理状況（国際局）

●業務系統の運営と今後の課題︿2014～15年度﹀（業務局）

●国際的な金融規制を巡る最近の動向（金融機構局）

●金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告
　（金融機構局）

●国債決済期間短縮化の実施目標時期等（決済機構局、金融
　市場局）

●民間金融市場インフラの「FMI原則」に基づく情報開示
　（決済機構局）

●平成26年度におけるコンプライアンス会議の活動状況等
　（総務人事局、システム情報局）

●平成26年度における国家公務員と比較した本行職員の給与
　水準（ラスパイレス指数）（総務人事局）注）

　

注 ）　本行職員の給与水準（ラスパイレス指数）については、本政策委員会月報P.17およ

びインターネット・ホームページの「日本銀行の役職員の報酬・給与等について」をご

参照ください（6月30日公表）。
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